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件  名  

学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則について 

 

提案理由  

学校職員の給与に関する条例の改正に伴う勤勉手当の支給月数の引上げを踏ま

え、勤勉手当の成績率の上限を定める規定を改正するため、学校職員の期末手当

及び勤勉手当に関する規則の一部を別紙のとおり改正したいので、審議願います。 

 

概  要  

１ 現行規則の内容 

学校職員の期末手当及び勤勉手当の支給に関し、必要な事項を定めるもの 

 

２ 改正の内容 

勤勉手当の支給月数の引上げを踏まえ、勤勉手当の成績率の上限を改定する。 

 

 

 

第８８号議案 

（教職員課） 
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《例》教諭の場合 

 

 

 

 

 

○ 勤勉手当の計算式（概要） 

勤勉手当額 ＝ 基礎額（給料月額等）× 成績率 

※ 成績率は、条例で定める割合を勘案しつつ、規則で定める上限の範囲 

内で設定する。 

 

３ 施行期日等 

公布の日から施行し、令和４年１２月１日から適用する。 



 学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則 新旧対照表                     （傍線の部分は、改正部分） 

改 正 案 現   行 

学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則 

 

第一条～第十三条 （略） 

 

学校職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則 

 

第一条～第十三条 （略） 

 

（勤勉手当の成績率） 

第十四条 成績率は、学校職員の勤務成績に応じ、再任用学校職員以外の

学校職員にあつては百分の二百十以下（条例第十二条の二第二項に規定

する教育四級職員（以下この条において「教育四級職員」という。）にあ

つては、百分の二百五十以下）、再任用学校職員にあつては百分の百以下

（教育四級職員にあつては、百分の百二十以下）の範囲内において、任

命権者が定めるものとする。この場合において、学校職員が基準日以前

六箇月以内の期間において法第二十九条の規定による懲戒処分を受けて

いるときは、別に人事委員会が定める基準に従い定めるものとする。 

 

第十五条～第十八条 （略） 

 

（勤勉手当の成績率） 

第十四条 成績率は、学校職員の勤務成績に応じ、再任用学校職員以外の

学校職員にあつては百分の百九十以下（条例第十二条の二第二項に規定

する教育四級職員（以下この条において「教育四級職員」という。）にあ

つては、百分の二百三十以下）、再任用学校職員にあつては百分の九十以

下（教育四級職員にあつては、百分の百十以下）の範囲内において、任

命権者が定めるものとする。この場合において、学校職員が基準日以前

六箇月以内の期間において法第二十九条の規定による懲戒処分を受けて

いるときは、別に人事委員会が定める基準に従い定めるものとする。 

 

第十五条～第十八条 （略） 

別表 （略） 

 

別表 （略） 
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を
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す
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規
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学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
九
年
埼
玉
県
教
育
委
員
会

規
則
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 

第
十
四
条
中
「
百
分
の
百
九
十
」
を
「
百
分
の
二
百
十
」
に
、
「
百
分
の
二
百
三
十
」
を
「
百
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の
二
百
五
十
」
に
、
「
百
分
の
九
十
」
を
「
百
分
の
百
」
に
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百
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十
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附 

則 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
改
正
後
の
学
校
職
員
の
期
末
手
当
及
び
勤
勉
手
当
に

関
す
る
規
則
の
規
定
は
、
令
和
四
年
十
二
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。 
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